



The Closing down of the Kaesong Industrial Complex (Part 1)
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段階 開発面積（㎢） 業種・職種 性格規定 到達目標
1段階 工団3．3 縫製・皮革・鞄など 労働集約的 中小企業の活路開拓
2段階 工団5、背後都市3．3 機械・電気・電子など 技術集約的 国内産業構造の調整





































年度 企業数（社） 北側労働者（名） 生産額（万ドル） 訪問客（名） 交易比率（％）
2005 18 6，013 1，491 40，874 16．7
2006 30 11，160 7，373 60，999 22．1
2007 65 22，538 18，478 100，637 24．5
2008 93 38，931 25，142 152，637 44．4
2009 117 42，561 25，648 111，830 56．0
2010 121 46，284 32，332 122，997 65．6
2011 123 49，866 40，185 114，435 99．1
2012 123 53，448 46，950 120，119 99．4
2013 123 52，329 22，378 75，990 99．7
2014 125 53，947 46，997 125，940 99．8
2015 124 54，763 51，549 128，524 99．9
備考 1社が廃業 計318，523 計1，154，437 対南交易
（図表3）開城工業団地を取り巻く主要な出来事（2000年以降）











































































うなものは無い。」‘Obama on challenges posedly North Korea, China’, April 26, 2016, “CBS This Morning”, http:// www.
cbsnews.com/videos/ president-obama-on-challenges-posed-by-north-korea-china/
（6）北朝鮮の反論は、開城工団の開設に先立って自らが核やミサイルの開発を行っていたという不届きな主張であったが、い
つから核開発に着手したかについては明らかにしなかった。『朝鮮中央通信』2016年2月20日、「北中央通信『開城工団建
設以前に核・ミサイル開発』」、電子版『ハンギョレ』2016年2月20日。
（7）延世大学校教授・朴明林氏からの聞き取り、延世大学校新千年館研究室、2016年2月28日。韓国の野党内にも閉鎖に賛同
する声もあり、仮に現在の野党が来る大統領選挙で勝利するとしても、政策の連続性という次元でも開城工団の再開は容
易ではなく、北朝鮮が工場はじめ開城工団の生産設備を没収した現状では尚更である。
（8）昨年11月に申請した科学研究費補助金の研究課題の一つは、正に開城工業団地であった。審査結果は(A)評価であったが、
いかんせん研究対象そのものが無くなっては採用されるはずもない。森善宣（研究代表者）、「開城工業団地の基礎研究：
日本からの投資へ向けて」、挑戦的萌芽研究（Ｈ28～Ｈ30）。
（9）5．24措置を発令した当時の韓国大統領である李明博の回顧録によれば、この措置は「南北交易の中断、我が国民の訪朝
不許可、北朝鮮に対する新規投資の不許可、北朝鮮船舶の我が海域運航の不許可、脆弱階層を除く対北支援事業の保留な
ど」の内容であった。「私は、5．24措置を確固として実施するよう指示した。他方で、開城工団内の我が国民の身辺安全
のため、滞留人員を調整して対北措置で発生する我が企業の被害を最小化するための措置を取った。」 李明博『大統領
の時間2008～2013』ソウル、RH コリア、2015年、343頁。だが実際その措置は、南北間の経済協力を中止させたに等し
いと言える。
（10）世界貿易機構（World Trade Organization：WTO）の規定では最終完成品の産出国が原産国であるが、米国は開城工団
の存在を嫌悪し、その生産品を現在までも韓国産とは認定していない。したがって、今回の閉鎖に真っ先に賛同の意思を
示したのは、他ならぬ米国であった。「米国、開城工団の中断決定支持、国際社会の立場と一致」、電子版『ハンギョレ』
2016年2月11日。
（11）鄭基燮「開城工団の発展方案なければ『統一大博』真正性の疑心を受ける」、金潤圭ほか『開城工団：南北経協と平和の
保塁』ソウル、ハンギョレ、2014年、197頁（韓国語）。
（12）開城工団を取り巻く主要な出来事については、本文末（図表3）に時系列で示した。参考とされたい。
（13）もともと日本の植民地統治下の1920年代から朝鮮半島の南部を穀倉地帯、北部を工業地帯として開発を進めた結果、朝鮮
総督府が朝鮮北部の地下資源を調査することになった。筆者は韓国留学中に在籍した高麗大学校付属図書館で、この地下
資源の調査報告を目にした記憶が残っている。
（14）この時期に制定された法令を資料集に掲載の順に示せば、次のとおりである。（ ）内は最初に採択された年月日を示す。
「自由経済貿易地帯法」（1993．1．31）、「外国人投資法」（1992．10．5）、「外国人企業法」（1992．10．5）、「合作法」（1992．
10．5）、「外国投資企業および外国人税金法」（1993．1．31）、「外貨管理法」（1993．1．31）、「土地賃貸法」（1993．10．27）、
「外国投資銀行法」（1993．11．24）、「税関法」（1983．10．14）、「合営法」（1984．9．8）、「外国人出入規定」（1993．11．29）、
「外国投資企業労働規定」（1993．12．30）、「自由経済貿易地帯外国企業常駐代表事務所に関する規定」（1994．2．21）、「外
国投資企業および外国人税金法施行規程」（1994．2．21）、「民事訴訟法」（1994．5．25）、「外国人企業法施行規程」（1994．
3．29）、「自由貿易港規定」（1994．4．28）、「自由経済貿易地帯外国人滞留および居住規定」（1994．6．14）、「外貨管理法
施行規程」（1994．6．27）、「土地賃貸法施行規程」（1994．9．7）、「環境保護法」（1986．4．9）、「対外経済契約法」（1985．
2．22）、「保険法」（1995．4．6）、「外国投資銀行法施行規程」（1994．12．28）、「対外民事関係法」（1995．9．6）、「公証法」
（1995．2．2）、「合営法施行規程」（1995．7．13）、「自由経済貿易地帯仲介荷運び人代理業務規程」（1995．7．13）、「自由
経済貿易地帯税関規定」（1995．6．28）、「自由経済貿易地帯建物譲渡および抵当規定」（1995．8．30）、「合作法施行規程」
（1995．12．4）、「外国人投資企業簿記計算規定」（1995．12．4）、「外国人投資企業名称制定規定」（1996．2．14）、「外国人
投資企業登録規定」（1996．2．14）、「自由経済貿易地帯加工貿易規定」（1996．2．14）、「自由経済貿易地帯外国人投資企業
公印彫刻および登録規定」（1996．3．28）、「自由経済貿易地帯工業地区開発および経営規定」（1996．4．30）、「自由経済貿
易地帯広告規定」（1996．4．30）、対外経済協力推進委員会編『黄金の三角地 羅津－先鋒 法規集』⑴－⑹、平壌、1993
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～96年。これら法令が本稿（下）で示す今後の北朝鮮の経済特区で用いられる法令の基本になると思われる。
（15）このフォーラムに先立ち、北朝鮮から招請団が来日し、東京はじめ日本の数ヵ所の都市で説明会を開いた。筆者は当時、
富山国際大学に在籍しており、北陸環日本海経済交流促進協議会（北陸 AJEC）の紹介でフォーラムに参加した。
（16）対外経済協力推進委員会は海外からの投資を充分に呼び込めなかったこともあり、金正日の時代に複雑な組織改編を経て
後、貿易省の傘下に置かれて現在に至っている。そして、2016年5月6～8日に開催された朝鮮労働党第7回党大会では、
金正恩が北朝鮮内にある21の経済特区を中心に外資の招致を呼び掛けているところから見て、日本との関係改善の見込み
が無い現状においては新たに独自の投資元を開拓する方針であろう。この点は、本稿（下）で詳述する。金正恩「朝鮮労
働党第7次大会で行った党中央委員会事業総和報告」、電子版『労働新聞』2016年5月9日。
（17）鄭周永は1915年に江原道の田舎で出生し、小学校卒業後に建設労務者として働いていたが、当時の京城（現ソウル）へ上
り、そこで解放後の1946年に現代自動車工業社（修理業）、翌1947年には現代土建社（後の現代建設）を開業した。朝鮮
戦争時に米軍の建設工事を受注し、朴正煕政権下で軍事基地、ダム、京釜高速道路、原子力発電所の建設など大規模プロ
ジェクトを手がけ、1972年には韓国で初めて造船業に進出し、蔚山に現代造船所（後の現代重工業）を建設した。なお、
現代峨山の峨山というのは、名誉会長の鄭周永が名乗った雅号である。
（18）日本文化の解禁を担当したのは、日本に亡命して TK 生のペンネームで自国の軍部独裁政権を批判し続けた池明観であっ
た。筆者が彼の講演で感銘するところが大きかったのは、その解禁政策に関して述べた「過去が未来の足枷になってはな
らない」という言葉であった。東アジア学会第10回記念大会シンポジウム「東アジアの広域連携は可能か？」、北九州大
学新館、2000年9月9日。
（19）この政治哲学については、筆者の研究を参照されたい。森善宣「韓国大統領の政治イデオロギー比較分析：李承晩と金大
中大統領を中心に」、『国会管理研究叢書』第7巻「韓国国家管理と大統領のリーダーシップ形成と哲学」Ⅰ、ソウル、延
世大学校国家管理研究院、2010年、211頁以下（韓国語）。筆者が2007年3月に面談した時点で金大中は、日本の従軍慰安
婦はじめ過去史処理問題に痛烈な苦言を呈する老人に過ぎなかったものの、南北の「和解と協力」に対する信念は堅固で
あった。『金大中年報（1924～2009）』Ⅱ、ソウル、延世大学校金大中図書館、2011年、783頁。
（20）民族主義が進化論と結び付く点を政治的に明示したのは、おそらくナツィ・ドイツであろう。これと同様に韓国でも北朝
鮮でも、このような「民族第一主義」の主張は、自民族の優秀性を誇示する主張と合わさって何度も繰り返して登場して
いる。韓国では、いずれ自国が北東アジアの中心になるという期待を込めて、その歴史や文化が強調される。
（21）林東源『南北首脳会談への道：林東源回顧録』波佐場清訳、岩波書店、2008年、198－201頁。林東源は元来、軍部で働い
た反共闘士だったが、金大中の説得に遭って体制間競争における韓国の勝利と北朝鮮の状況を知り、包容政策を実行する
先頭に立つようになった。彼が理論的にも包容政策を構築したと言えるが、より体系化したのは盧武鉉政権で統一部長官
を務めた李鍾奭である。彼の理論的な説明については、本稿（下）で紹介する。
（22）この時に牛を引き連れて板門店を越える姿は、南北の和解を示す象徴的な事件として世界を驚かせた。実際にはトラック
を連ねて、500頭を北朝鮮へ運んだとされるが、それら牛がどうなったかは明らかではない。
（23）林、前掲書、3‐15頁。南北首脳会談を周旋したのは、金日成と親しい朝鮮人の父親を持つ日本人の吉田猛であった。現
代グループは、この機会を利用して北朝鮮との取引を独占する目論見を抱いて、北朝鮮と各種の取決めを韓国政府とは協
議せずに締結しており、それが金大中を怒らせたという。
（24）金潤圭「『信頼』で積み重ねた『我が民族の力』が軍事地域を生産基地へ変えた」、金潤圭ほか、前掲書、13‐15頁（韓国
語）。
（25）同上論考、同上書、15‐17頁。鄭夢憲は鄭周永の五男で、当時は現代グループを後継していたが、兄や弟と対立して現代
自動車や現代建設などを手放していた。
（26）洪淳稷「対立と葛藤の非武装地帯を平和的統一の夢見る空間へ」、同上書、134頁。本来そこには人民軍2軍団6師団と64
師団の長射程砲部隊が駐屯しており、北西側10㎞後方へ移動したという。洪淳稷は、2008年10月に筆者が韓国側から開城
工団を訪問する時、現代峨山の依頼を受けてレクチャーを授けてくれた人物であり、この方面で最も研究成果の多い知識
人の一人である。この場を借りて感謝を申し上げる。
（27）金鎮香「『一番初めの開城工団』を生き返らせてこそ南北間の平和的関係が再生する」、同上書、224頁の図表をもとに作
成。金鎮香は、盧武鉉政権で開城工団を担当した人物で、筆者とのインタヴューでも率直に現状と課題について答えてく
れた。この場を借りて感謝の意を申し上げる。
（28）黄優昇「開城工団の最高生産品は『南北の平和と統一、信頼』」、同上書、75頁。
（29）許萬燮「継続稼働する開城工団は韓民族共同体の経験を蓄積しているもの」、同上書、55‐56頁。
（30）同上論考、同上書、56頁。
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（31）現代峨山本社事業開発部長・宋容権氏からの聞き取り、2016年2月28日、現代峨山本社東棟2階コーヒーショップ。
（32）劉昌根「開城プロジェクト、30年以上所用する巨大な戦略の試験的出発」、同上書、170頁。劉昌根は、筆者が開城工団に
投資する意向を持つことから、さまざまなアドバイスを与えてくれた人物として、会社の訪問時には熱く開城工団の発展
可能性を筆者に力説した。この場を借りて感謝を申し上げる。
（33）（図表2）は、2005～2015年の開城工団稼働の成果である。出典である韓国統一部 HP は、次のサイトを参照されたい。http:
//www.unikorea.go.kr/main.do
（34）戦略物資と見られる原材料や生産品の韓国からの輸出入については、2004年に「当時の統一部長官が直接、米国を訪問し
て米商務省と協議を通じ、品目別の審査承認を受けることにより、戦略物資問題を解決した」という。劉昌根、前掲論考、
金潤圭ほか、前掲書、171頁（韓国語）。
（35）金光吉「開城での接触と交流、南と北の法律をことごとく変える」、同上書、120頁。
（36）呉成昌（音訳）「面倒とだけ思ったフランスのバイヤーが開城の製品に『ファンタスティックファンタスティック』」、同
上書、82頁。
（37）黄優昇、前掲論考、前掲書、79頁。筆者とのインタヴューは、ソウルのコリアナホテルで2014年9月17日に行われ、記載
したのと全く同一の話を聴取できた。この場を借りて感謝を申し上げる。
（38）同上論考、同上書、77頁。黄優昇によれば、この子どもとは家族のように親しく交流したと言い、それが開城工団におけ
る南北の「和解と協力」の具体例として紹介された。
（39）梁文秀「『搾取者』から『運命共同体』へ南側管理者を見る眼が異なってくる」、同上書、97頁。
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